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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期
第２四半期
連結累計期間

第32期
第２四半期
連結累計期間

第31期
第２四半期
連結会計期間

第32期
第２四半期
連結会計期間

第31期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

売上高（千円） 1,800,763713,430 443,296 278,5443,196,474

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
114,469△105,107△43,351 △65,234 183,820

当期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△19,369 △75,804 △98,483 △43,277 2,912

純資産額（千円） － － 4,902,3844,808,4104,923,718

総資産額（千円） － － 5,835,2755,857,0255,858,061

１株当たり純資産額（円） 　　　　－ 　　　　－ 3,184.193,123.353,198.05

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）

（円）

△13.67 △49.24 △63.97 △28.11 1.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 84.0 82.1 84.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△277,258 742,058 － － △624,161

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△873,523△85,148 － － △1,074,608

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
422,735△55,530 － － 422,735

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,799,1332,852,5232,251,144

従業員数（人） － － 151 131 146

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第31期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．第31期第２四半期連結累計期間、第32期第２四半期連結累計期間、第31期第２四半期連結会計期間及び第32

期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

  

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 　　131(11)

　（注）　従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者及び契約社員を含みます。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、アルバイトを含みます。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。

  

（2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 78  

　（注）　従業員数は就業人員（社外から当社への出向者及び契約社員を含みます。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは路線バス用運賃収受関連製品の開発、製造、販売、アフターサービスを一貫して行っており、事業の種

類別では単一のセグメントに属しております。従いまして、「生産、受注及び販売の状況」についてはセグメント別の

開示は行っておりません。

 

（1）生産実績

　 当第２四半期連結会計期間の生産実績を主要品目ごとに示すと、次のとおりであります。 　

品目 生産高 前年同四半期比（％）

運賃箱関連（千円） 　　60,160 40.6

カード機器関連（千円） 21,639 33.2

その他のバス用機器（千円） 31,419 62.7

部品・修理（千円） 146,319 103.7

合計（千円） 259,539 64.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）受注状況

　 当第２四半期連結会計期間の受注状況を主要品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目 受注高
前年同四半期比
（％）

受注残高
前年同四半期比
（％）

運賃箱関連（千円） 196,795 105.0 259,486 107.8

カード機器関連（千円） 119,675 36.4 296,403 88.4

その他のバス用機器（千円） 76,773 74.2 268,332 234.4

部品・修理（千円） 196,403 96.4 100,077 107.9

商品（千円） 29,973 94.3 20,989 90.3

合計（千円） 619,622 72.5 945,289 117.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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（3）販売実績

　 当第２四半期連結会計期間の販売実績を主要品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目 販売高 前年同四半期比（％）

運賃箱関連（千円） 60,669 42.3

カード機器関連（千円） 22,474 43.1

その他のバス用機器（千円） 31,663 37.9

部品・修理（千円） 146,319 103.7

商品（千円） 17,417 75.8

合計（千円） 278,544 62.8

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

新和商事㈱ 132,828 30.0 － －

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間について、当該割合が100分の10未満の相手先は

記載を省略しております。　

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２【事業等のリスク】

　　　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

  当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、急激な経済情勢の悪化から転じて、新興市場向けの輸出関連

事業を中心に企業収益は改善傾向にあるものの、欧州の信用不安に端を発する世界的な景気の減速懸念が広がって

おり、依然として先行きに不透明感を残す状況となっております。　

　当社グループの関連市場である路線バス業界においては、平成21年３月までに首都圏における非接触ＩＣカード

システム導入に伴う設備投資がほぼ一巡し、当第２四半期連結会計期間においては、地方における設備投資を中心

に推移いたしました。

　このような状況のもとで当社グループは、地方における非接触ＩＣカードシステム導入に伴う運賃箱の改修、代替

需要の取り込みを行うだけでなく、新製品である「バス統合管理システム」の拡販を推進し、積極的な営業活動に

より当社製品のシェア拡大に努めてまいりました。

　しかしながら、首都圏のバス事業者においてＰＡＳＭＯ関連機器の需要が収束したことに加え、地方のバス事業者

において設備投資計画が延期・縮小基調で推移したことにより、業績は低調に推移いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は278,544千円（前年同四半期比37.2％減）、営業損失は81,470

千円（前年同四半期は49,598千円の営業損失）、経常損失は65,234千円（前年同四半期は43,351千円の経常損

失）、四半期純損失は43,277千円（前年同四半期は98,483千円の四半期純損失）となりました。

　なお、当社グループは路線バス用運賃収受関連製品の開発、製造、販売、アフターサービスを一貫して行っており、

事業の種類別では単一のセグメントに属しておりますので、以降品目別の記載を行っております。品目別の販売の

状況は次のとおりであります。

 

①運賃箱関連

　運賃箱関連の売上高は60,669千円（前年同四半期比57.7％減）となりました。即時計数式運賃箱（ＦＡＮ型（注

１）及びＦＮＳ型（注２））の売上高は29,270千円（前年同四半期比59.1％減）、汎用型運賃箱の売上高は24,087

千円（前年同四半期比48.6％減）となり、非接触ＩＣカードシステム（ＰＡＳＭＯ）の導入に伴う設備投資需要が

一巡した影響もあり、低調に推移いたしました。

②カード機器関連

　カード機器関連の売上高は22,474千円（前年同四半期比56.9％減）となりました。首都圏においてＰＡＳＭＯ関

連機器の売上が一巡し、ＰＡＳＭＯ関連機器の売上高が10,661千円（前年同四半期比63.0％減）となり、低調に推

移いたしました。　

③その他のバス用機器

　その他のバス用機器の売上高は31,663千円（前年同四半期比62.1％減）となりました。サーマル整理券発行機の

売上高が17,151千円（前年同四半期比14.2％増）と堅調に推移いたしましたが、前年同四半期において主要品目で

あったデータ集計機器の売上が縮小した影響もあり、低調に推移いたしました。

④部品・修理及び商品

　部品・修理の売上高は146,319千円（前年同四半期比3.7％増）となり、当第２四半期連結会計期間においては底

堅く推移いたしました。なお、売上高の内訳は部品55,619千円（前年同四半期比9.6％減）、修理90,700千円（前年

同四半期比14.1％増）となっております。

　整理券用紙やＬＥＤ式運賃表示器等の商品の売上高は17,417千円（前年同四半期比24.2％減）となりました。

 

　（注１）ＦＡＮ型運賃箱：昭和61年に開発した当社初の即時計数式運賃箱であるＦＡ型の処理速度を向上さ

　　　　　せ、後継機種として平成14年に発売した即時計数式運賃箱であります。

　（注２）ＦＮＳ型運賃箱：バス車内のバリアフリー化に対応するため、ＦＡＮ型運賃箱と同等の性能を確保し

　　　　　たうえで、筐体幅の薄型化（ＦＡＮ型運賃箱比マイナス32ｍｍ）を実現した即時計数式運賃箱であり

　　　　　ます。 
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年同四半期末と比べ

53,390千円増加し、2,852,523千円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は441,135千円（前年同四半期は4,432千円の支出）となりました。これは主に、その

他の負債の増加236,562千円、売上債権の減少295,459千円等により資金が増加いたしましたが、たな卸資産の増加

98,230千円等の影響により、441,135千円の増加となっております。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動に使用した資金は309,834千円（前年同四半期は846,864千円の支出）となりました。これは主に、定期預

金の預入による支出322,500千円等の影響であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動に使用した資金は104千円（前年同四半期は資金の増減なし）となりました。これは、自己株式の取得に

よる支出104千円であります。

 　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は15,023千円であります。なお、当第２四半期連結会計期

間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,800,000

計 4,800,000

  

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 1,539,600 1,539,600
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

１単元の株式数は、100株

であります。完全議決権

株式であり、権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。

計 1,539,600 1,539,600 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　平成18年11月13日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 32

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,400（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,500（注）３

新株予約権の行使期間
自　平成20年12月１日

至　平成23年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格  　2,500

資本組入額　1,250

新株予約権の行使の条件  （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を必要

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）５

　（注）１．株式の内容は「（1）株式の総数等 ② 発行済株式」の内容と同一であります。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものであります。

　　但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てております。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は切り上げております。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割又は併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合は、次の算式により１株

当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げております。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数
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    上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものであります。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

         （1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の役員また 

は従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限ってお

ります。但し、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではありません。

         （2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができるものであります。

         （3）その他の条件は、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによるものであります。

５．組織再編成に際して定める契約書又は計画書等の条件にしたがって、以下に定める会社の新株予約権を交付

する旨を定めた場合には、当該組織再編成の比率に応じて、以下に定める会社の新株予約権を交付するもの

であります。

         （1）合併（当社が消滅する場合に限る）

合併後存続する株式会社又は合併により設立する会社

         （2）吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

         （3）新設分割

新設分割により設立する株式会社

         （4）株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

         （5）株式移転

株式移転により設立する株式会社  　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成22年４月１日～

 平成22年６月30日 
－ 1,539,600 － 319,250 － 299,250

　  

（６）【大株主の状況】

 平成22年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 津川　善夫  神奈川県小田原市 582,400 37.8

 株式会社小田原鉄工所  東京都町田市つくし野二丁目16-15 179,400 11.7

 小田原機器社員持株会  神奈川県小田原市中町一丁目11-３ 86,500 5.6

 上坂 徹太郎  静岡県熱海市 60,000 3.9

 津川 髙行  東京都町田市 58,200 3.8

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口)
 東京都中央区晴海一丁目８-11 43,900 2.9

 川嶋 良久  神奈川県小田原市 24,000 1.6

 高橋 弘  静岡県熱海市 20,000 1.3

 麻生 雅良  神奈川県小田原市 15,000 1.0

 佐藤 誠  神奈川県南足柄市 15,000 1.0

 峯岸 正博  神奈川県小田原市 15,000 1.0

計 － 1,099,400 71.4

　（注）　上記、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、すべて信託業務に係る株式であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】 

   平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　 普通株式　1,538,800 15,388

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式    普通株式　 　　 800 － －

発行済株式総数 1,539,600 － －

総株主の議決権 － 15,388 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が95株含まれております。

　

②【自己株式等】

   平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 1,156 1,122 1,096 1,192 1,229 1,168

最低（円） 1,108 1,014 1,005 1,031 1,006 1,050

　（注）　平成22年３月31日以前は、ジャスダック証券取引所における株価であり、平成22年４月１日以降は、大阪証券取引

所（ＪＡＳＤＡＱ市場）における株価であります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,671,192 1,505,209

受取手形及び売掛金 252,123 934,396

有価証券 1,666,479 1,134,247

商品及び製品 1,388 1,388

仕掛品 250,912 203,749

原材料及び貯蔵品 204,403 163,331

繰延税金資産 89,687 11,666

未収還付法人税等 － 138,320

その他 33,797 23,994

貸倒引当金 △2,000 △7,400

流動資産合計 4,167,983 4,108,905

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 201,120

※
 209,238

機械装置及び運搬具（純額） ※
 9,766

※
 11,584

土地 244,883 244,883

その他（純額） ※
 49,945

※
 48,955

有形固定資産合計 505,716 514,662

無形固定資産

その他 45,065 46,863

無形固定資産合計 45,065 46,863

投資その他の資産

投資有価証券 820,795 816,961

繰延税金資産 49,356 112,870

その他 302,211 291,901

貸倒引当金 △34,104 △34,104

投資その他の資産合計 1,138,259 1,187,630

固定資産合計 1,689,041 1,749,156

資産合計 5,857,025 5,858,061
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 157,594 293,019

短期借入金 120,000 120,000

未払法人税等 384 －

賞与引当金 21,920 17,277

製品保証引当金 26,686 31,100

その他 465,722 85,362

流動負債合計 792,306 546,758

固定負債

退職給付引当金 122,301 117,862

役員退職慰労引当金 133,887 269,601

その他 120 120

固定負債合計 256,309 387,584

負債合計 1,048,615 934,342

純資産の部

株主資本

資本金 319,250 319,250

資本剰余金 299,250 299,250

利益剰余金 4,176,679 4,307,909

自己株式 △104 －

株主資本合計 4,795,075 4,926,409

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,334 △2,691

評価・換算差額等合計 13,334 △2,691

純資産合計 4,808,410 4,923,718

負債純資産合計 5,857,025 5,858,061
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 1,800,763 713,430

売上原価 1,226,792 552,417

売上総利益 573,971 161,012

販売費及び一般管理費 ※
 456,595

※
 313,041

営業利益又は営業損失（△） 117,375 △152,029

営業外収益

受取利息 2,395 7,813

受取配当金 3,359 1,914

受取保険料 － 13,993

匿名組合投資利益 6,949 6,870

助成金収入 － 10,647

その他 995 7,569

営業外収益合計 13,699 48,809

営業外費用

支払利息 889 801

売上割引 2,172 918

株式交付費 13,544 －

その他 － 168

営業外費用合計 16,605 1,888

経常利益又は経常損失（△） 114,469 △105,107

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 5,400

特別利益合計 － 5,400

特別損失

固定資産除却損 21 42

投資有価証券売却損 － 185

特別損失合計 21 228

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

114,447 △99,936

法人税、住民税及び事業税 77,396 1,058

法人税等調整額 56,421 △25,189

法人税等合計 133,817 △24,131

四半期純損失（△） △19,369 △75,804
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 443,296 278,544

売上原価 335,892 209,753

売上総利益 107,403 68,790

販売費及び一般管理費 ※
 157,002

※
 150,260

営業損失（△） △49,598 △81,470

営業外収益

受取利息 1,718 3,721

受取配当金 275 336

匿名組合投資利益 4,607 －

助成金収入 － 5,990

還付加算金 － 5,243

その他 483 1,599

営業外収益合計 7,085 16,891

営業外費用

支払利息 439 400

売上割引 399 151

その他 － 103

営業外費用合計 838 656

経常損失（△） △43,351 △65,234

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 2,300

特別利益合計 － 2,300

特別損失

固定資産除却損 21 －

特別損失合計 21 －

税金等調整前四半期純損失（△） △43,373 △62,934

法人税、住民税及び事業税 △20,034 135

法人税等調整額 75,144 △19,792

法人税等合計 55,109 △19,657

四半期純損失（△） △98,483 △43,277
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

114,447 △99,936

減価償却費 40,948 31,982

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,419 △5,400

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,804 4,643

製品保証引当金の増減額（△は減少） △6,909 △4,414

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,145 4,439

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 90,861 △135,714

受取利息及び受取配当金 △5,755 △9,728

支払利息 889 801

株式交付費 13,544 －

受取保険料 － △13,993

投資有価証券売却損益（△は益） － 185

匿名組合投資損益（△は益） △6,949 △6,870

固定資産除却損 21 42

売上債権の増減額（△は増加） 145,600 682,273

たな卸資産の増減額（△は増加） 431,446 △88,234

仕入債務の増減額（△は減少） △723,303 △135,425

その他の資産の増減額（△は増加） △6,522 △9,376

その他の負債の増減額（△は減少） △126,191 376,895

小計 △16,502 592,169

利息及び配当金の受取額 5,337 9,989

利息の支払額 △905 △788

法人税等の支払額 △265,188 △2,881

法人税等の還付額 － 143,568

営業活動によるキャッシュ・フロー △277,258 742,058

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △445,000

定期預金の払戻による収入 － 48,000

有価証券の増減額（△は増加） △249,760 200,000

有形固定資産の取得による支出 △31,996 △13,664

無形固定資産の取得による支出 △6,421 △7,193

投資有価証券の取得による支出 △590,547 △76,109

投資有価証券の売却による収入 － 98,800

出資金の回収による収入 10,394 13,273

その他の支出 △5,912 △7,498

その他の収入 720 104,243

投資活動によるキャッシュ・フロー △873,523 △85,148
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 499,500 －

株式の発行による支出 △13,544 －

自己株式の取得による支出 － △104

配当金の支払額 △63,219 △55,425

財務活動によるキャッシュ・フロー 422,735 △55,530

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △728,046 601,379

現金及び現金同等物の期首残高 3,527,179 2,251,144

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,799,133

※
 2,852,523
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定 一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度において算定し

た貸倒繰入率を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の減価償却費の算定方法は、当連結会計年度の予算に基づく年間償

却予定額を期間按分し、期中の取得、売却又は除却の実績を調整する方法によ

り算定しております。

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、734,858千円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、712,738千円であり

ます。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当及び賞与 77,510千円

賞与引当金繰入額 10,272千円

役員退職慰労引当金繰入額 89,501千円

アフターサービス費 33,137千円

貸倒引当金繰入額 12,419千円

製品保証引当金繰入額 16,899千円

研究開発費 12,312千円

給料手当及び賞与 67,076千円

賞与引当金繰入額 6,391千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,657千円

アフターサービス費 31,074千円

貸倒引当金繰入額 　－千円

製品保証引当金繰入額 11,136千円

研究開発費 25,639千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当及び賞与 34,370千円

賞与引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

10,272千円　

2,822千円

アフターサービス費 18,667千円

貸倒引当金繰入額 12,223千円

製品保証引当金繰入額 6,622千円

研究開発費 7,714千円

給料手当及び賞与 32,373千円

賞与引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

6,391千円　

2,891千円

アフターサービス費 17,710千円

貸倒引当金繰入額 －千円

製品保証引当金繰入額 5,426千円

研究開発費 15,023千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

　　現金及び預金 1,936,832千円
　　有価証券 1,112,060千円
　　　　計 3,048,893千円

　　預入期間が３ヶ月を超える

　　譲渡性預金
△249,760千円　

　　現金及び現金同等物 2,799,133千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

　　現金及び預金 1,671,192千円
　　有価証券 1,666,479千円
　　　　計 3,337,671千円

　　預入期間が３ヶ月を超える

　　定期預金
△435,000千円　

　　償還期限が３ヶ月を超える

　　債券等
△50,147千円　

　　現金及び現金同等物 2,852,523千円

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　 

至　平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式 　1,539,600株

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　95株  

 

３．新株予約権等に関する事項

  ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高 　　親会社　　－千円

 

４．配当に関する事項

　　配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年３月30日

定時株主総会
普通株式 55,425利益剰余金 36平成21年12月31日平成22年３月31日

 

５．株主資本の金額の著しい変動 

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　当社グループは、路線バス、鉄道関連のワンマン機器の専門メーカーとして、運賃箱、カード関連機器等の製造

販売を行っており、単一セグメントでありますので事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　当社グループは、路線バス、鉄道関連のワンマン機器の専門メーカーとして、運賃箱、カード関連機器等の製造

販売を行っており、単一セグメントでありますので事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。  
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（ストック・オプション等関係）

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　　　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　　１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 3,123.35円 １株当たり純資産額 3,198.05円

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △13.67円 １株当たり四半期純損失金額 △49.24円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） △19,369 △75,804

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △19,369 △75,804

期中平均株式数（株） 1,416,948 1,539,589

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △63.97円 １株当たり四半期純損失金額 △28.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） △98,483 △43,277

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △98,483 △43,277

期中平均株式数（株） 1,539,600 1,539,578
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（重要な後発事象）

　　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　　　

　　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について、当第２四半期連結累計期間におけるリース取引残高は前連

結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。  

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社小田原機器(E22554)

四半期報告書

25/27



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年８月５日

株式会社小田原機器

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅　信好　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 月本　洋一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小田原機器

の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小田原機器及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年８月９日

株式会社小田原機器

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長田　清忠　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 月本　洋一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小田原機器

の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小田原機器及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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